
 

 

弥富市第５次行政改革大綱 

（令和６年度～令和 10年度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年３月 

弥 富 市 

 
 



はじめに 

本市では、弥富市総合計画の実現に向け、職員の意識改革や施策・事

業の効率的、効果的な実行により、持続可能で安定的な財政運営を行う

ための指針として、後期基本計画の策定に併せ、この度、第５次行政改革

大綱を定めました。 

後期基本計画では、新たな課題であるコロナ禍脱却のための「賑わい

づくり」や行政手続のデジタル化等、社会情勢の変化への対応を盛り込

みました。その一方で、物価高騰により施設管理費や光熱水費、また、福

祉施策や介護保険事業等の扶助費など、恒常的な経費が増大しており、

計画の実現に向け、引き続き行政改革の取組を進めてまいります。 

さらに社会情勢が刻々と変化する中、国が積極的に進める「こどもまん

中社会の実現」や DX 推進、また本市発展のための新たな市民ニーズに

時機を逸せず対応するため、本大綱では、これまでの「選択と集中」や「ス

クラップ＆ビルド」等による行政改革の取組を基本として、 

①「行政改革によって１億円/年の効果額を目指す」という高い目標を定め、 

②『全ての職員が全ての事業を見つめ直す』をスローガンに、職員自らが

担当する事業について、目的を改めて確認の上、費用対効果の面から

事業を見直す総点検を行うこと、 

③そのための職員の意識改革を図り、市役所一丸となって行政改革に取 

り組んでまいります。 

 

令和６年３月 

 

弥富市長 安藤 正明   
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１ 本市における行政改革  

 

本市では、平成 18 年度から４度に渡る行政改革大綱の策定を行い、主に直面する財源不足の

解消を目的に、職員数・人件費の抑制、事務事業の見直し、内部管理経費の節減等の行政のスリ

ム化に取り組むとともに、市民協働や民間活力の導入等による市民サービスの向上にも積極的に

取り組んできました。 

 

＜弥富市行政改革大綱の策定状況＞ 

策定年月 名  称 計画期間 

平成 19年３月 弥富市第１次行政改革大綱 平成 18～21 年度 

平成 23年２月 弥富市第２次行政改革大綱 平成 22～25 年度 

平成 26年２月 弥富市第３次行政改革大綱 平成 26～29 年度 

平成 30年３月 弥富市第４次行政改革大綱 平成 30～令和５年度 

 

２ 第４次行政改革の取組成果  

 

第４次行政改革の主な取組成果としては、「公有財産の有効活用」では公共施設の最適化に伴

う公有財産未利用地の貸付や、「使用料・手数料の見直し」では公共施設の使用料適正化に関す

る方針に基づき使用料の改定を行った等、一定の成果を上げる実施内容がある一方で、「時間外

勤務の縮減」では新型コロナウイルス感染症の対応や、多様化する行政課題に対応するために時

間外勤務が増加する等、成果が十分でなかった実施内容もありました。 

また、各年度の行政改革の取組における効果額が横ばいである一方で、少子高齢化の急速な進

展に伴う扶助費の増加等により、義務的経費が増加し、財政を圧迫している状況があります。そ

こで、行政改革推進体制を最大限に活用し、これまで以上に行政改革の取組を推進していくこと

が急務であります。 

 

＜年度別効果額の推移＞                           【単位:千円】 

年度 
第３次行政改革大綱 第４次行政改革大綱 

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

歳入 63,414 35,762 47,079 37,053 60,468 53,146 35,931 46,501 45,188 

歳出 -104,083 12,005 50,327 -9,977 -3,392 -7,851 -7,639 -9,381 -4,842 

計 167,497 23,757 -3,248 47,030 63,860 60,997 43,570 55,882 50,030 

 

 

第１章 行政改革大綱における取組と現状 
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３ 本市を取り巻く状況と課題  

 

（１）少子高齢化の進行と人口減少 

 

  本市の総人口は、高度経済成長期以降増加し続けてきましたが、弥富市人口ビジョンにおけ

る人口の将来展望から分かるように、平成 27（2015）年度以降は減少に転じ、令和 42（2060）

年度には 37,674人と現在の９割弱となる見込みです。 

また、生産年齢人口（15歳から 64歳）は 61.3％から 54.6％まで減少する一方、老年人口（65

歳以上）は 25.1％から 30.8％まで増加し、高齢化が進行する見込みです。 

このため、高齢化による医療や介護等の社会保障関連費が増加する一方、市税収入の減少も

懸念されることから、持続可能な財政基盤のより一層の安定化が求められます。 

 

 ＜人口の将来展望（年齢３区分）＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人 

 

（弥富市人口ビジョン（令和５年度改訂版）P33 図表 27より） 
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（２）公共施設・インフラの老朽化 

 

  本市の公共施設は、弥富市公共施設等総合管理計画における公共建築物（ハコモノ）の整備

年度別延床面積から分かるように、1970 年代から 1980 年代までにかけて集中的に整備を行っ

ており、これから一斉に更新時期を迎えようとしています。 

  こうした状況を踏まえ、本市は平成 28年３月に弥富市公共施設等総合管理計画の策定を行い

ました。この総合管理計画では、予防保全型（※）によるファシリティマネジメントを前提に

総延床面積の 21.7％を縮減目標に掲げているため、公共施設の更新・統廃合・長寿命化等を計

画的に取り組んできました。 

しかし、近年の物価・石油価格高騰や会計年度任用職員制度の施行等により、維持管理費は

増加傾向にあります。そのため、今後も更新費用や維持管理費の確保に向けて、公共施設の複

合化や集約化等も視野に入れた、更なる施設保有量の削減に取り組む必要があります。 

 

 ＜公共建築物の整備年度別延床面積＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※予防保全型とは、予防的な措置として大規模修繕を建築後に 40年で実施することにより、耐用年数を 80年 

間に延長し、更には、20年毎に設備更新を含めた予防保全のための修繕を行う方法のこと。 

 

（弥富市公共施設等総合管理計画（令和４年３月一部改訂）P34より） 

 



4 
 

 

 

（３）財政の見通しと対応方針（※） 

 

  国の月例経済報告（令和５年２月）によると、景気は、このところ一部に弱さがみられるも

のの、穏やかに持ち直しているとされています。先行きについては、ウィズコロナの下で、各

種政策の効果もあり、景気が持ち直していくことが期待されるものの、物価上昇、供給面での

制約等に十分注意する必要があります。 

  本市では、行政改革大綱に基づき、事務事業の見直し等、削減・減量型の行政改革に取り組

み、直面する財源不足の解消を図ってきました。 

 昨今では、物価・石油価格高騰等により、目まぐるしく変化する社会情勢に対応した市民サ

ービスの供給を行いつつ、激甚化する大規模自然災害等に対する備えや、既存のサービスに加

え、自由通路等整備事業による投資的経費の増加、学校を始めとする公共施設の老朽化への対

応など今後の行政課題に対しても的確に対応する必要があることを見据えて、これから先の財

政運営を考える必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※第２次弥富市総合計画後期基本計画 P161「財政の見通しと対応方針」より引用 
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（４）社会情勢の変化と行政需要等の高まり 

 

  少子高齢化に加え、生活環境や価値観の多様化等で地域の希薄化が進む中、コロナ禍によっ

て、防災・コミュニティ活動、文化・スポーツ活動等、あらゆる市民活動は抑制・停滞せざるを

得ませんでした。停滞した市民活動の底上げを図るには、ウィズコロナ・アフターコロナの時

代に向けて、「楽しい」を前面に新たな一歩を踏み出す必要があります。 

  また、コロナ禍においては、市民が正確に情報を収集し、適切に行動へ移すことの重要性が

再認識されました。行政には、これまで以上に市民に必要な情報を的確・迅速に、かつ、市民

ニーズに沿った情報提供が求められています。 

さらに、ＩＣＴ技術の推進やコロナ禍を背景とした社会ニーズの変化に伴い、社会全体でデ

ジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）に向けた変革が進んでいます。本市においても国の

デジタル田園都市国家構想に基づき、デジタルの力を活用して様々な課題解決に取り組み、行

政のデジタル化をより一層推進し、市民の利便性向上を図る必要があります。 

 

 ＜地域づくり補助金活用団体数＞ 

 

 ＜デジタル田園都市国家構想交付金活用状況＞ 

採択 タイプ 事業名称 

令和５年４月 デジタル実装タイプ１ コンビニ交付事業 

  特殊車両通行許可システム登録業務 

令和６年４月 デジタル実装タイプ１ ＳＭＳを活用した通知配信サービス事業 

（事業採択前）  下水道情報システム構築事業 

  保育所給食管理システム導入事業 

  住宅地図システムによる個別避難計画運用事業 
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（第２次弥富市総合計画後期基本計画 P121より） 
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１ 第５次行政改革大綱の必要性  

 

少子高齢化による扶助費や社会保障費等の義務的経費の増加が見込まれる一方で、これまでに

整備した公共施設・インフラが老朽化し、更新費用や維持管理費の確保が必要です。また、コロ

ナ禍によって抑制・停滞した市民活動の底上げや、市民生活の変化に伴う的確・迅速な情報提供

が行政に求められており、さらには、社会のデジタル化やＤＸの進展に伴い、市民生活の利便性

向上等を目的とした行政分野のデジタル化も推進する必要があります。 

本市の厳しい財政状況の中、これらの行政需要や行政課題に対応するためには、本市の重点課

題を見極め、「選択と集中」や「スクラップ＆ビルド」によって限られた財源を有効活用すると

ともに、民間活力や多様な主体との連携を進めることで、最小の経費で最大の効果を発揮する必

要があります。 

そこで、弥富市第４次行政改革大綱の終了後も切れ目なく行政改革を推進するために、弥富市

第５次行政改革大綱を策定することとします。 

 

２ 位置づけ  

 

  弥富市第５次行政改革大綱は、第２次弥富市総合計画で定める将来像『地域でつくる「人・自

然・文化」の調和 輝く未来へと繋ぐまち・弥富』の実現に向けて、仕事の進め方や考え方を変

革するとともに、施策・事業を効率的かつ効果的に実行することで、持続可能で安定的な財政運

営を行うための指針となるものです。 

 

 ＜位置づけのイメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 第５次行政改革大綱の必要性と基本的な考え方 

     地域でつくる「人・自然・文化」の調和 輝く未来へ繋ぐまち・弥富 将来像 

第２次弥富市総合計画後期基本計画 

３つの基本方針に基づき、 

全職員が全事業の総点検 

を行い、事業を効果的・ 

効率的に執行することで 

総合計画を後押します。 

A事業 B事業 C事業 D事業 

事業へ反映 

弥富市第５次行政改革大綱 
 
 
 

基本方針３ 基本方針２ 基本方針１ 
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３ 取組の体系  

 

弥富市第５次行政改革大綱では３つの基本方針を設定するとともに、基本方針内に合計 11 項

目の重点推進項目を設定することで、体系的に行政改革の取組を進めていきます。 

 

 ＜体系のイメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

４ 計画期間  

 

弥富市第５次行政改革大綱の計画期間は、上位計画である第２次弥富市総合計画後期基本計画

の計画期間に合わせて、令和６年度から令和 10年度までの５年間とします。 

 

 ＜総合計画と行政改革大綱の計画期間＞ 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

           

           

第２次弥富市総合計画 
前期基本計画 

弥富市第４次行政改革大綱 

第２次弥富市総合計画 
後期基本計画 

弥富市第５次行政改革大綱 
１年 
延長 

 弥富市第５次行政改革大綱 

    地域でつくる「人・自然・文化」の調和 輝く未来へ繋ぐまち・弥富 将来像 

 

持続可能な財政基盤

の強化 

基本方針１  

多様な主体との連携・

協働の強化 

基本方針 3 
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【総合計画】 
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５ 推進体制  

 

行政改革の取組は、市長を本部長とする部長級職員を中心とした内部会議体「行政改革推進本

部」が推進体制の中核を担い、各課等の実施機関を含めて全庁体制で推進します。また、外部有

識者等で構成する「行政改革推進委員会」の点検・意見を踏まえ取組の進捗管理や、施策・事業

の方向性に対する見直しを行います。 

なお、行政改革大綱による取組状況等は、市民や議会に広く公表します。 

 

 ＜推進体制のイメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●行政改革の推進に関する意見等 

（例：行政改革の取組状況、事務事業の見直し） 

 

行政改革推進委員会 

市政に関し優れた識見を有する者から 15人以内 

 

●行政改革大綱における改革の重点項目に関すること 

●その他行政改革に関すること 

 

行政改革推進本部 

◎市長、○副市長、教育長、総務部長、市民生活部長、 

健康福祉部長、建設部長、教育部長、議会事務局長、 

総務課長、財政課長、人事秘書課長 

作業部会 
（企画政策課） 

市民・議会 

指示 報告 

指示 報告 

点検・意見 

報告・相談 

公表 

各課の実施機関 



9 
 

 

 

１ 基本方針別重点推進項目の取組方針 

 

 

 

重点推進項目① 歳入確保と歳出抑制 

● ふるさとやとみ応援寄附金や企業版ふるさと納税の推進や、公有財産の有効活用等、新

たな自主財源の確保に努めます。 

● 市税等の収納率向上対策を着実に実施します。 

● 使用料・手数料の見直しを行い、受益と負担の適正化を図ります。 

● 全ての事業について目的を明確化して費用対効果の面から見直し、「選択と集中」や「ス

クラップ＆ビルド」等により、行政のスリム化を目指します。 

重点推進項目② 公共施設・インフラの最適化 

● 公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の効率的・計画的な更新・長寿命化・統

廃合等を行うことにより、維持管理費や施設更新費の縮減を図ります。 

● 利用者の利便性向上、環境面の配慮及び維持管理費の縮減を図るため、効果の発現が認

められる施設から順次、照明器具のＬＥＤ化を行います。 

● 新型コロナウイルス感染症の影響により、あらゆる市民活動が抑制・停滞したことか

ら、公共施設における利用者や利用目的の規制緩和を進めることで、市民活動の底上げ

を図ります。 

重点推進項目③ 健全で計画的な財政運営の推進 

● 各種財政指標からコスト分析や財務分析を行うとともに、事務事業評価等と連動した予

算編成を行います。 

● 経済の不況等による税収減や災害等不測の事態に対応できるよう財政調整基金年度末

現在高は標準財政規模の約１割である 10億円以上を維持することを目標に掲げます。 

重点推進項目④ 特別会計・企業会計の経営健全化 

● 経営の健全化、効率化や受益者負担の適正化等に取り組み、市独自の財政支援となる特

別会計・企業会計に対する基準外繰出金の縮減に努めます。 

重点推進項目⑤ 民間活力の効果的な活用 

● 行政サービス水準の向上や効率的な提供を行うため、民間委託、ＰＰＰ／ＰＦＩ及び指

定管理者制度等の官民連携手法を活用した事業の推進を図ります。 

● 民間事業者のアイデアやノウハウを生かした効果的な提案を視野に含め、公有財産未利

用地及び公共施設跡地の利活用方法の検討を進めます。 

第３章 第５次行政改革大綱の重点推進項目と目標額 

    持続可能な財政基盤の強化 基本方針１ 
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重点推進項目⑥ 職員能力の向上と働き方改革の推進 

● 日々の仕事を進める中においても、職場研修（ＯＪＴ）を計画的かつ継続的に行う職場

づくりに取り組み、職員自らが業務の見直しや、事業の効率的・効果的な執行を心がけ

る意識改革へと繋げます。 

● 職員派遣制度の活用や職員研修の充実等により、職員能力の向上を図り、多様化・複雑

化する市民ニーズや行政課題に的確に対応できる人材育成に取り組みます。 

● 有給休暇や男性を含めた育児休暇の取得促進、業務量の平準化による時間外勤務時間の

削減、ストレスチェックやメンタルヘルスによる心身の健康保持等を図り、職員のワー

クライフバランスの充実に繋げることで、働きやすい職場環境の整備に取り組みます。 

重点推進項目⑦ 職員定員の適正化と組織の効率化 

● 多様化・複雑化する市民ニーズや行政課題に対して業務の見直しを行うとともに、定年

の段階的引上げや再任用職員制度等の任用形態を活用しながら、定員適正化計画に基づ

き、適正な定員管理を推進します。 

● 主要施策の推進や多様な課題に対して、組織の見直しを適宜行います。また、組織横断

的な課題に対してはプロジェクトチームの活用や、職員の流動的活用を積極的に行いま

す。 

重点推進項目⑧ 業務効率の向上と市民サービスの向上 

● 行政手続のオンライン化やキャッシュレス決済の導入等行政のデジタル化に対する推

進体制を確保し、業務効率の向上と市民サービスの向上を図ります。 

● 市民サービスの向上を図るため、マイナンバーカードの多目的利用を推進します。 

重点推進項目⑨ 情報共有とパブリシティ活動の強化 

● 市の施策・事業について、全ての市民に対して的確・迅速に情報発信を行います。 

● 本市の魅力を市内外へ発信するため、マスコミやインターネットを通じた広報活動を最

大限に活用します。 

 

 

 

 

 

    職員能力の向上と組織運営の強化 基本方針２ 
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重点推進項目⑩ 市民協働の推進 

● 市内で活動する市民団体、コミュニティ推進協議会、自治会等が主体的に行う公益的な

地域活動を行政が支援します。 

● 行政の力だけでは対応することが難しい市民ニーズや行政課題に対して、市民や地域自

らの連携を推進し、課題の解決を図るための仕組みを構築します。 

重点推進項目⑪ 企業・大学等連携の推進 

● 行政の力だけでは対応することが難しい市民ニーズや行政課題に対して、行政と企業・

大学等との連携を推進し、課題の解決を図ります。 

● 県内外の自治体と連携を図ることにより、政策課題への対応や、地域特性を生かした広

域的な自治体連携の推進に取り組みます。 

 

 

２ 第５次行政改革大綱における数値目標 

 

  実施計画に定める個別推進項目は、できる限り数値目標を設置して進捗管理を行いますが、計

画期間中における重点指標として次の数値目標を掲げます。厳しい財政状況の中、本市はこれま

で「選択と集中」や「スクラップ＆ビルド」等を中心とした行政改革に取り組むことで、多様化

する行政課題や行政需要に対応してきましたが、今後の新たな市民ニーズ等に対応するためには、

改めて全職員が全ての事業に対して目的を再確認の上、費用対効果の面から事業を見直す総点検

を行い、目標達成に向けてさらなる行政改革取組を推進する必要があります。 

 

重点指標 目標 

行政改革による年度別効果額 
全庁的な行政改革推進体制によって 

１億円／年の効果額を目指します。 

 

 

 

    多様な主体との連携・協働の強化 基本方針３ 



 

 

 

 

 

 

■ 策定体制 

○弥富市行政改革推進本部設置要綱 

○弥富市行政改革推進委員会条例 

○弥富市行政改革推進委員会委員名簿 

付属資料 



 

 

弥富市行政改革推進本部設置要綱 

 

（設置） 

第１条 行政改革の推進を図り、もって市民福祉の向上に資するため、弥富市行政

改革推進本部（以下「推進本部」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 推進本部は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 行政改革大綱における改革の重点項目に関すること。  

(2) その他行政改革に関すること。  

 （組織） 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員で構成し、別表に掲げる者をも

って組織する。 

２ 本部長には市長を、副本部長には副市長をもって充てる。 

（職務） 

第４条 本部長は、推進本部を総理する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 推進本部の会議（以下「会議」という。）は、本部長が招集し、その議長

となる。 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、推進本部の構成員以外の者を会議に出

席させることができる。 

（作業部会） 

第６条 推進本部に、具体的事項について協議及び検討を行うため、作業部会を置

くことができる。 

２ 作業部会は、本部長が指名する者をもって構成する。 

 （庶務） 

第７条 推進本部の庶務は、総務部企画政策課において処理する。 

 （雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進本部及び作業部会の運営に関し必要な

事項は、本部長が定める。 



 

 
 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年９月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年１１月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年３月１日から施行する。 

 

 

別表（第３条関係） 

  

 
本部長 市長 

副本部長 副市長 

本部員 教育長 

総務部長 

市民生活部長 

健康福祉部長 

建設部長 

教育部長 

議会事務局長 

総務課長 

財政課長 

人事秘書課長 



 

 

 

○弥富市行政改革推進委員会条例 

昭和60年４月11日 

条例第12号 

改正 平成18年３月31日条例第48号 

平成23年６月30日条例第11号 

令和元年６月28日条例第26号 

（設置） 

第１条 社会経済情勢の変化に対応した簡素にして効率的な市政の実現を推進する

ため、弥富市行政改革推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ弥富市の行政改革の推進に関する重要事項を

調査審議する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員15人以内で組織する。 

２ 委員は、市政に関し優れた識見を有する者のうちから、市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第４条 委員会に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめその指名する委

員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会は、会長が招集する。 

２ 委員会においては、会長が議長となる。 

３ 委員会は、会長（会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する者）及び半数以上の委員が出席しなければ、会議を開き、議決をする

ことができない。 



 

 

 

４ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、総務部企画政策課において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が

委員会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年条例第48号） 

この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年条例第11号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年条例第26号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



(順不同・敬称略)

№ 氏　　名 役　　職 任　　期

1 鯖 戸 善 弘 学識経験者 R5.6.1～R7.5.31

2 佐 藤 孝 代表監査委員 R5.6.1～R7.5.31

3 伊 藤 肇 章 商工会会長 R5.6.1～R7.5.31

4 佐 藤 惠 子 女性の会代表 R5.6.1～R7.5.31

5 釜 田 公 良 中京大学経済学部教授 R5.6.1～R7.5.31

6 入 江 容 子 同志社大学政策学部教授 R5.6.1～R7.5.31

弥富市行政改革推進委員会委員名簿
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